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力と創業家への忖度により機能不全に陥っていた。
1.　事件の概要











　スルガ銀行の 2018 年 3 月期決算では，通常の貸倒引当金の他に，投資用不動産関連の
融資について 56,356 百万円（うちシェアハウスローンについて 42,049 百万円）の貸倒引
当金を別途計上した結果，貸倒引当金額は 70,089 百万円（前期比 58,106 百万円の増加）
となり，さらに不良債権処理額は 18,864 百万円（前期比 9,699 百万円の増加）に達した。
同期の経営指標は，連結経常収益 156,278 百万円（前期 145,753 百万円）に対し，連結経
常利益 10,525 百万円（同 58,222 百万円），当期純利益 6,988 百万円（同 42,627 百万円）と
大幅に悪化した。







　スルガ銀行は，2018 年 9 月時点で国内に 132 店舗を展開（うち静岡県内 65 店・神奈川
県内 39 店・東京都内 6店）する地方銀行（東証 1部上場）であり，2018 年 3 月期末の連









執行と監督の分離は徹底されていなかった。2017 年度の取締役会は 10 人で構成され，う
ち 3人が社外取締役であった。執行役員は，従業員の役職の一つと位置付けられ，2018
年 3 月末時点の総数は 16 人であった。
　スルガ銀行では，岡野喜太郎氏が 1895 年に同行を設立して以来，創業家一族が 5代続
けて経営トップの座に就いた。不正融資が行われた当時の創業家出身の経営幹部は，創業
者の曾孫の岡野光喜氏とその弟の岡野喜之助氏である（3）。
　・岡野（兄）氏　1979 年 6月に取締役，1985 年 5月に代表取締役頭取，1998 年 6月に代
表取締役社長，2000 年 5月にCEO（最高経営責任者），2016 年 6月に代表取締役会長。
　・岡野（弟）氏　1983 年 6 月に取締役，1986 年 6 月に代表取締役副頭取，1998 年 6 月





　2016 年 6 月には岡野（兄）氏が会長に退き，米山明広氏が創業家以外から初の社長に
就任した。ただし，米山氏は傍流のシステム部門の出身で 50 歳と若く，2015 年に執行役
員に昇任したばかりで，取締役への昇格と同時に社長に就任しており，あまりに唐突な人















（4） 米山氏自身が，「それとなく（社長就任の）打診を受けたのは 5月半ばで，明確な要請を受けたのは 6月 10


























































　・岡崎吉弘氏　2000 年に執行役員・営業企画部長，2004 年に執行役員常務，2009 年に
執行役員専務・営業本部長，2011 年 4 月に Co-COO。2015 年 6 月に専務取締役に昇
任したが，2017 年 4 月に専務取締役のまま営業本部長に再就任。
　・麻生治雄氏　2001 年以降一貫して営業本部に所属し，2002 年に執行役員，2004 年に
執行役員常務，2015 年 4 月に岡崎氏の取締役昇任に合わせて執行役員専務・営業本
部長・Co-COO，さらにパーソナル・バンク長も兼務。2017 年 4 月に岡崎氏と交代す
る形で営業本部長を退任するも，その他の役職は維持。
　営業本部の指揮系統は，2015 年 4 月まで岡野（弟）氏―岡崎氏，その後は岡野（弟）






























「顧客向けサービス業務（貸出・手数料ビジネス）の利益率を試算すると，2015 年 3 月
期においても，当該利益率は 4割の地域銀行（9）がマイナスであったが，さらに，2025 年 3
月期では 6割を超える地域銀行がマイナスとなる結果となった。（中略）早期に自らのビ
ジネスモデルの持続可能性について真剣な検討が必要である」（同 22 頁）と問題提起した。





　その一方で，スルガ銀行の業績は非常に好調であった。連結経常利益は 2012 年 3 月期




























2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度
パーソナル・バンク 142,617 141,322 176,273 224,421 261,184 291,075 327,524 390,025 391,219 265,225
収益不動産ローン 91,032  95,373 134,120 194,762 237,094 260,811 296,216 366,597 367,094 246,947
収益不動産ローンの比率 63.8% 67.5% 76.1% 86.8% 90.8% 89.6% 90.4% 94.0% 93.8% 93.1%
神奈川コミュニティ・バンク 24,640  17,525  20,751  31,520  34,303  27,398  19,303  19,902  20,980  21,922
収益不動産ローン   8,769   6,663   7,531  16,798  20,638  13,223   9,762  10,627  10,795   7,203
収益不動産ローンの比率 35.6% 38.0% 36.3% 53.3% 60.2% 48.3% 50.6% 53.4% 51.5% 32.9%
静岡コミュニティ・バンク 31,593  27,569  24,021  23,204  15,253  12,767  11,102   9,391  16,344  24,016
収益不動産ローン   5,745   5,856   4,674   8,276   6,898   3,484   2,967   2,189   1,976   4,378
収益不動産ローンの比率 18.2% 21.2% 19.5% 35.7% 45.2% 27.3% 26.7% 23.3% 12.1% 18.2%
銀行全体※ 275,154 254,701 263,285 298,960 332,284 355,743 393,268 465,522 470,095 353,347
収益不動産ローン 118,054 116,980 154,557 221,005 265,093 278,203 309,633 390,397 387,825 263,657
収益不動産ローンの比率 42.9% 45.9% 58.7% 73.9% 79.8% 78.2% 78.7% 83.9% 82.5% 74.6%
銀行全体に占めるパーソナルバンクの比率 51.8% 55.5% 67.0% 75.1% 78.6% 81.8% 83.3% 83.8% 83.2% 75.1%












率が 2008 年度の 42.9% から 2016 年度には 82.5% に増加する一方，それ以外の融資額は減
少している。ちなみに，スルガ銀行では 2007 年以降に 229 人を中途採用したが，このう
ち 125 人（全体の 54.6%）が住宅・不動産・建設の出身者であり，収益不動産ローンの取
組み強化が計画的に進められていたことがうかがえる。
　部門別では，パーソナル・バンクの比重が極めて大きい。融資実行額全体に占めるパー


















2016 年 3 月期 2017 年 3 月期 2018 年 3 月期
PA1  521,233  462,209  399,099
シェアハウス関連   96,081  175,752  203,587












千葉商大論叢　第 58 巻　第 2号（2020 年 11 月）
中古一棟ローンが相当な割合を占めていた（表 3参照）。
　全件調査報告書によれば，収益不動産ローンの物件総数は 37,907 件であり，そのうち
1,647 件（全体の 4.3%）がシェアハウスである。また，スルガ銀行の 2019 年 3 月期第 2
四半期決算資料によると，個人向け融資額は 2兆 7,908 億円（貸出金総額 3兆 858 億円の
90.4%）に達し，その中でもアパートローンが 1兆 2,636 億円と飛び抜けて大きく，PA1
















（16）スルガ銀行 2018 年 5 月 15 日発表資料「危機管理委員会による調査結果の要旨」によれば，シェアハウスロー
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　・スマートライフ（17）は 2012 年 8 月に設立され，女性専用シェアハウスの「かぼちゃの
馬車」などを運営していた。本事件が発覚した契機は，2018 年 1 月に同社がシェア
ハウスのオーナーに対するサブリース賃料の支払いを停止したことであった。同社の
実質的オーナーの S氏は，1995 年に風営法違反で逮捕され，1998 年にも旧住専から
約 16 億円を詐取した疑いで逮捕された経歴を持つなど，銀行の融資先としては疑問
符が付く人物であった（18）。スルガ銀行では，2013 年 4 月から同社案件の取扱いを開
始し，取扱件数は計 981 件，そのうち 865 件が横浜東口支店であった。
　・サクトインベストメントパートナーズ（以下，「サクト」）は 2010 年 6月に設立され，
2017 年 2 月に租税滞納により差押えを受けてサブリース賃料の支払いを停止した。
スルガ銀行では，2014 年 6 月に同社案件の取扱いを開始し，取扱件数は計 116 件，
そのうち 106件が二子玉川支店であった。
　・ゴールデンゲインは 2015 年 3 月に設立され，2017 年 11 月にサブリース契約の解除
を通知した。スルガ銀行では，同社の設立と同時に案件の取扱いを開始し，取扱件数
は計 128 件，そのうち 127 件が渋谷支店であった。
　・ガヤルドは 2013 年 6 月に設立され，2017 年 7 月に事業を休止した。取扱いの開始時

















（17）同社は，2013 年 9 月までは「東京シェアハウス」，2017 年 10 月以降は「スマートデイズ」という商号であっ
たが，読者の混乱を避けるため，本稿では「スマートライフ」に統一する。
（18）レオパレス 21 出身の大地則幸氏が 2015 年 4 月にスマートライフの代表取締役に就任した後は，S氏は同社
の業務から遠ざかったとされる。しかし，S氏が経営する別の企業 6社に対し，不動産情報の提供，入居者
募集広告，新規事業開発などの名目で，2016 年 10 月までにスマートライフから計 22 億 5,800 万円が支払わ
















法律会計事務所）が事情聴取したところよると，年収 800 万円の顧客には 9,200 万円の物
件，同 1,000 万円の顧客には 1億 2,000 万円の物件という形で，物件価格は最初から決め
られていた。個々の物件によって実際の土地価格は異なるので，物件価格と土地価格の差
額を建築費と設定していた。加藤弁護士作成のモデル図（図 1）は 9,200 万円の物件であり，
そのうち土地価格が 6,100 万円，残りの 3,100 万円が建築費とされている。
　サブリース契約は，物件を一括借り上げして賃料を 30 年間保証するという内容である。






支　店　名 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 合計
横浜東口支店 89 251 203  97  640
渋谷支店 28  62 133  32  255
二子玉川支店 61  75  38   0  174
たまプラーザ支店   0  24  28   0   52
川崎支店   3  10  33   2   48
大宮支店   6  11   8   0   25
新宿支店   1  11   8   0   20
その他   8   9   7   8   32
合　　　計 196 453 458 139 1,246
（第三者委員会報告書 107-108 頁に基づき筆者作成）
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（19）朝日新聞 2018 年 3 月 2 日朝刊記事「シェアハウスの闇・中　タレントCM・本出版，巧妙な夢物語」によれ
ば，顧客を紹介した業者にはスマートライフから物件価格の 5～6%相当の報酬が支払われたとされる。
（20）同社の代表取締役の大地氏は，2016 年 3 月期に 6,666 万円，2017 年 3 月期に 7,083 万円もの役員報酬を受領
している。
（21）デジタル毎日 2018 年 10 月 16 日記事「「かぼちゃの馬車」に群がった “悪の平行四辺形”」によれば，スマー









　表 5によれば，スマートライフは，2016 年 3 月期に土地売上高 21,776 百万円・同原価
18,038 百万円（粗利率 17.2%），2017 年 3 月期に土地売上高 23,274 百万円・同原価 20,118
百万円（粗利率 13.6%）という高収益を挙げている。また，信用情報によれば，関係企業
の甲 1社の売上は，2016 年 7 月期から 2018 年 7 月期まで 3期連続して 60 億円を超え，
甲 2社も 2017 年 1 月期の売上が約 38 億円であった。
4.3.3.2　建築業者からのキックバック
　表 5によれば，スマートライフは，2016 年 3 月期に建物売上高 3,512 百万円・同原価





2016 年 3 月期 2017 年 3 月期
売上高 26,349 31,696
土地売上高 21,776 23,274
建物売上高 3,512  5,608
賃貸売上高   469  1,529
その他   591  1,283
売上原価 21,145 28,606
土地売上原価 18,038 20,118
建物売上原価 1,724  2,776
賃貸売上原価 1,034  5,146
その他   348   564
売上総利益 5,204  3,090
販売費及び一般管理費 2,451  2,659
営業利益 2,752   430
（加藤弁護士提供資料による）
（22）「【スルガ銀行シェアハウス不正融資事件Vol. 9】被害者登場！生データ分析結果，初公開 !!2019.03.23」
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の業務委託料がスマートライフに支払われていたためである（24）。
　前述した SS被害者同盟の広報映像によれば，計 10 物件の業務委託料が 736 万円～3,392
万円（平均 1,702 万円），建築代金に占める比率が 23.0%～50.6%（平均 38.7%）と範囲が
不自然に広い。前述のとおり物件価格と土地価格の差額を建築費と設定し，その名目上の
建築費と実際の建築費の差額をキックバックしていたと推察される。ちなみに，前述の図
1では，3,100 万円の建築費のうち 1,100 万円が業務委託料としてキックバックされてい
る（25）。
4.3.4　シェアハウス事業の欺瞞性
　スマートライフは，約 700 人のオーナーから 845 棟（1万 1,259 部屋）の管理を引き受
けていた。同社のサブリース契約は「30 年間の家賃保証」を宣伝文句としていたが，実
際の入居率は 50%に満たず，サブリース事業単独では赤字であった。表 5によれば，
2016 年 3 月期に賃貸売上高 469 百万円・同原価 1,034 百万円，2017 年 3 月期には賃貸売

























紹介手数料は 300 万円の 25%なので 75 万円になります。そうなるともしも入居者が 1年間シェアハウスに
住んだ場合の年間家賃は 60 万円ですから，それを 0円で提供しても，紹介手数料の 75 万円で全額カバーで












ル，売買関係資料等が挙げられる。収益不動産ローンの物件総数 37,907 件のうち 7,813 件
（全体の 20.6%）が，「改ざん・偽造等の不正が認められた物件」であった（表 6参照）。
　シェアハウスでは，計 1,647 件のうち 886 件（全体の 53.8%）で偽装が行われていた。
これらの物件に関するスルガ銀行の債権額は，2019 年 5 月時点で 111,041 百万円（27）であ
るが，すでに延滞率は 38.5% に達している。ただし，2019 年 3 月期第 2四半期におけるシェ
アハウスローンの貸倒引当金残高は 1,362 億円であり，不良債権の規模に見合う引当が既
になされている（28）。
　シェアハウス以外の収益不動産ローンでは，計 36,260 件のうち 6,927 件（全体の
19.1%）で偽装が行われていた。件数はシェアハウスローンよりも一桁多く，偽装問題が
スルガ銀行のかねてからの宿痾であったことがうかがえる。スルガ銀行の債権額は，2019






自己資金 自己収入 売買契約 レントロール 建築確認
団体信用
生命保険
シェアハウス 1,647  886  556  53  660   1 29 10
シェアハウス以外 36,260 6,927 4,627 307 3,179 323  2 77
全体 37,907 7,813 5,183 360 3,839 324 31 87
（全件調査報告書 3頁、数字に重複あり）
（27）それ以外にも「改ざん・偽造等の不正の疑いがある案件」が 69 件存在し，債権額は 8,308 百万円である。
（28） 2020 年 3 月にスルガ銀行は，担保としていた土地・建物をもって代物返済を受ける形で，シェアハウスオー
ナーのローン債務を帳消しとすることを発表した。その理由について，「シェアハウス関連融資については
当社に定型的に不法行為に基づく損害賠償義務が生じると裁判所の調停委員会が認定した」と説明している
（スルガ銀行 2020 年 3 月 25 日発表資料「シェアハウス関連融資債権の譲渡に関するお知らせ」）。
（29）それ以外にも「改ざん・偽造等の不正の疑いがある案件」が 1,506 件存在し，債権額は 78,116 百万円である。
―288―
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ローンでは，シェアハウスローンほど無理な融資が行われなかったためと考えられる（30）。


































た。購入者約 100 人を対象に調べると，“見せ金” の平均額は 947 万円。最高額は 2,500 万円だった」（デジタ
















































告書によれば，この建築確認済証の偽装が行われていた。刑法第 155 条及び第 158 条（有
印公文書の偽造及び行使）に該当するが，その詳細は不明である。この態様の不正は計
31 件で，うち 29 件がシェアハウスであった。
　また，高額ローンの債務者は，ローン借入の条件として団体信用生命保険（37）への加入
を義務付けられているが，その加入申し込みの際に保険会社に提出する診断書が偽装され
















た者は 74 人であった（38）。さらに，残りの 13 人のうち 3人も同委員会の事情聴取の際に
偽装への関与を認めており，87 人中 77 名（全体の 88.5%）が偽装に関与した疑いがある。
　ちなみに，第三者委員会の事情聴取で偽装の割合について質問したところ，「複数の行
員から，「10件くれば 10 件はどこかしらに不正」「不正が全くない案件など，全体の 1％
あったかなかったかそのレベル」「100 件中 95-99 件程度は何らかの不正が存在する案件」


















属長の対応としては不適切であった」（同 105 頁）と認定した。ちなみに，7支店計 12 件
では所属長自身が偽装に関与しており，所属長級の首都圏営業部部長が「エビ 15M（筆













　2018 年 11 月にスルガ銀行は，不正を主導した麻生氏を懲戒解雇するとともに，117 人
の行員に対して懲戒処分を行った。117 人の役職は，執行役員 12 人，理事 1人，所属長
級 44 人，一般行員 60 人である。処分内容は降等 19 人，停職・昇給停止 24 人，減給 44 人，
譴責 30 人であった。このうち偽装行為に関与した者は 73 人とされ，残りの 44 人は監督
責任を問われたと推察される。ちなみに，処分を受けた一般行員は 60 人であるため，13
人の所属長級以上の者が偽装行為に関与したことになる。
　その後，2019 年 5 月に発表された全件調査報告書によれば，融資書類の偽装に関して「指
示等」を行った者が 35 人，「黙認」した者が 40 人の計 75 人となり，関与者が 2人増えた。











































順位 営業店 資料数 順位 営業店 資料数 順位 営業店 資料数
1 首都圏営業（特推） 216 6 名古屋支店 39 11 渋谷支店 23
2 新宿支店 118 7 たまプラーザ支店 36 12 広島支店 22
3 日本橋支店 96 8 札幌支店 31 13 福岡支店 20
4 横浜東口支店 45 9 ミッドタウン支店 29 14 大宮支店 18














































とのことである（関東財務局 2019 年 5 月 24 日発表資料「西武信用金庫に対する行政処分について」）。
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　表 8は，2014 年度から 2017 年度にかけて，シェアハウスローンに関して抱き合わせ融






































支店名 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 支店平均
横浜東口支店 12 件/89 件 176 件/251 件 189 件/203 件 84 件/97 件 72%
渋谷支店 8 件/28 件  30 件/ 62 件  89 件/133 件 23 件/32 件 59%
二子玉川支店 8 件/61 件  19 件/ 75 件  28 件/ 38 件 案件なし 32%
たまプラーザ支店 案件なし 14 件/ 24 件  21 件/ 28 件 案件なし 67%
川崎支店 1 件/ 3 件   6 件/ 10 件  29 件/ 33 件  2 件/ 2 件 79%
大宮支店 1 件/ 6 件   1 件/ 11 件   5 件/  8 件 案件なし 28%
新宿支店 1 件/ 1 件   3 件/ 11 件   1 件/  8 件 案件なし 25%
その他 2 件/ 8 件   3 件/  9 件   1 件/  7 件  1 件/ 8 件 22%




（46）二子玉川支店のケースでは，1,000 万円のうち 500 万円を定期預金とするよう求めていた。ちなみに，最高裁


















　銀行法第 2条第 14 項第 2号は，貸付契約の締結の代理又は媒介を「銀行代理業」とし
ている。同法第 52 条の 36 第 1 項は，内閣総理大臣の許可を受けた者でなければ銀行代理





















































































　スルガ銀行は，2008 年 6 月からチャネルに関する情報管理システム（チャネル PRM（52））
を運用し，チャネルの各種情報を一元的に蓄積していた。このチャネル PRMには「不良
情報」の欄があり，「書類偽造」「顧客属性の偽り」「金額虚偽，物件瑕疵」などの項目が
（49）スルガ銀行の調査では，前者の事例が 22 件，後者が 46 件であった。
（50）スルガ銀行の調査では，実質的支配者を確認せずに特定取引を実施した件数は 396 件であった。
（51） 2017年 12 月のセンター長会議では，「偽造など散々チャネルに騙された経験がある」「（2008年より前の）
当時から実は所得が偽装されていた，資産が実はなかったなどの騙された事案はあった」（第三者委員会報
































　その後，2013 年に PA1 関係でデート商法事件が発覚し，チャネルの持ち込み物件に対
する管理を強化する必要に迫られた。同 10 月には，資産形成ローンの空室リスクを早期













































































　・2015 年 10 月の会議資料「出口から見た気付き」（融資管理部作成）で，満室を想定
した返済計画に対する疑義，見込家賃と相場家賃との乖離，レントロールの内容に対
する疑義，担保評価額と相場価格の乖離などの問題点が指摘された。





























































　・2015 年 4 月，二子玉川支店の所属長が偽装の疑いがあるチャネルについて審査部に
報告した。





　・前述（7.1.2 参照）のとおり 2013 年 10 月から資産形成ローンの物件調査が行われて





　・2015 年 11 月のセンター長会議で，地域相場とレントロールの記載が乖離しているケー
スが多いとの指摘がなされた。





　・2016 年 3 月，FACTAオンラインに「「かぼちゃの馬車」スマートライフの裏側」と





















りも低いとの情報が審査部内で共有され，経営幹部も 2016 年 1 月の経営会議における説
明でそれらを認識した。審査部では，かねてから 1億円以上の融資承認案件のリスト（1
億円以上承認リスト）を作成していたが，シェアハウスローンの融資額が増大したことか
ら，2016 年 6 月分からシェアハウスローンの承認件数及び融資額もそれに記載するよう
になった。
7.4　シェアハウス会議の開催





















策を取り，2017 年 1 月に経営会議に報告した。
（61）<https://facta.co.jp/article/20163009.html>（2020 年 9 月 10 日最終確認）。
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　2016 年 12 月の審査部の「物件調査ミーティング」では，シェアハウスの件数や入居率
などが報告された。それによると，全 337 件のうちスマートライフの「かぼちゃの馬車」
が 205 件（全体の 60.8%）を占め，入居率は全体平均が 48.5%，スマートライフの平均が
68.2% であった。スマートライフへの依存度が非常に高いことや，スマートライフ以外の
入居率が約 18%と低く，家賃保証が破綻していることが読み取れる。






　2017 年 2 月 23 日，サクト（4.2 参照）が租税滞納により差押えを受けて賃料の支払い
を停止した。4月 12 日には，スマートライフの社長が首都圏営業部副部長（横浜東口支
店の前所属長）に対し，オーナーに支払うサブリース賃料を引き下げても，人件費や広告
費を勘案すると毎月 1億 3,000 万円の赤字になると説明した。スマートライフの事業継続
が困難なことが明白になったが，営業側はその後も新規融資を継続した（63）。
　チャネルの経営悪化が表面化するに伴い，社内でも批判が高まった。それでも営業本部




（63）「営業本部は，その後もシェアハウスローンを強力に推進している（例えば，同年 5月 25 日の執行会議でも
取り組みを強化すると指示している。）」（取締役等責任報告書 41-42 頁）。実際にも，デジタル毎日 2018 年









　・4 月 13 日，白井取締役の要請により，サクト問題に対応するための会議（通称「サ
クト会議」）が初めて開催された（64）。麻生氏が信用リスク委員会と同様の報告をする
と，米山社長は入居状況の調査を指示した。
　・4 月 14 日，経営企画部コンプライアンス室が，首都圏営業部副部長及び新宿支店の
所属長に対し，「新宿支店の取扱チャネルが売買契約の偽装を認めた」と報告した。
　・4 月 19 日の第 2回「サクト会議」で，財務部管掌の望月取締役がポートフォリオ上
の懸念を指摘し，米山社長がスマートライフについての情報収集を指示した。









　・5 月 26 日，某チャネルが管理する物件について賃貸仲介の大手企業に調査させたと
ころ，その半分がDランクという非常に悪い評価であったことが報告された。




　・6 月 19 日，審査部が麻生氏及び首都圏営業部副部長に対し，外見から判断して全部
空室の疑いが強いシェアハウス（玄関に保護材が付いたまま，鍵穴にテープが貼って
ある等）のリスト（191 件）を送付した。これに対して副部長は，空室は 9件だけと
するリスト（65）を提示し，麻生氏はこの件について 8月 24 日に審査担当者を叱責した。
　・7 月（日にち不明），ガヤルドの案件で融資が実行されたのに建築工事が中止されて
いたことが発覚した。

























額の上限を 100 億円とするとの条件厳格化を 9月 21 日に提示した。麻生氏がそれに反対
したため，10 月 12 日に改めて信用リスク委員会が開催されたが，簡易宿所ローンの上限
100 億円を維持するとともに，チャネルの業歴 5年以上及び融資実行の最終一括の 2条件
を全ての収益不動産ローンに適用するというさらに厳しい内容となった。








況報告の賃料と，ネットでの募集賃料が乖離している」「シェアハウスの融資残高は，2017 年 3 月末時点で








（68）驚くべきことに，営業側では経営会議の審議を待たずに簡易宿所ローンを開始しており，10 月 19 日時点で








　・11 月 30 日，ゴールデンゲインがサブリース契約の解除をオーナーに通知した。
　・12 月 19 日の経営会議で，シェアハウスローンを 11 月分で終了することを決定した。
同会議で麻生氏が 15 案件（融資額計 23 億円）についてシェアハウスから簡易宿所へ
の変更を主張したが，米山社長が簡易宿所ローンの取扱額の枠を守るよう指示した。
　・2018 年 1 月 12 日にスマートライフが賃料支払いを停止し，同 16 日に経営会議がシェ
アハウス問題に関する危機管理委員会を設置した。同委員会の設置について取締役会
が報告を受けたのは 2月 7日であった。














 （2020.9.18 受稿，2020.10.27 受理）
（69）抄録も次号に掲載する。
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